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 令和５年志木市議会１２月定例会提出議案概要  
 

 総合行政部行政管理課 法務グループ  
 

１ 第５５号議案 

志木市市長等政治倫理審査会委員の選任について（人事課） 

 提案理由 

 志木市市長等政治倫理審査会委員に谷修氏を選任することについて同意を

得たいので、志木市長等政治倫理条例第９条第１項の規定により提出する。 

２ 第５６号議案 

志木市市長等政治倫理審査会委員の選任について（人事課） 

 提案理由 

 志木市市長等政治倫理審査会委員に荻野光一氏を選任することについて同

意を得たいので、志木市長等政治倫理条例第９条第１項の規定により提出す

る。 

３ 第５７号議案 

志木市市長等政治倫理審査会委員の選任について（人事課） 

 提案理由 

 志木市市長等政治倫理審査会委員に鈴木隆志氏を選任することについて同

意を得たいので、志木市長等政治倫理条例第９条第１項の規定により提出す

る。 

４ 第５８号議案 

令和５年度志木市一般会計補正予算（第７号）（財政課） 

 要旨 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ２億１，５４３万８千円を追加し、 

 予算総額を２９３億９，５５４万円とする。 

１ 主な歳入 

 (1) 宗岡第三小学校用地取得事業債        ５，４９０万円 

 (2) 財政調整基金繰入金             ９，９０１万８千円 

２ 主な歳出 

 (1) 人事異動等に伴う職員人件費        △２，１４４万７千円 

 (2) 宗岡第三小学校の用地購入費         ６，１００万円 

 (3) 子ども医療費助成事業            ４，４７０万円 

３ 継続費の設定 

４ 繰越明許費の追加 

５ 債務負担行為の追加 

６ 地方債の追加及び変更 

７ 補正後の財政調整基金の残高       ２４億   ９８万２千円 
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５ 第５９号議案 

令和５年度志木市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）（保険年金課） 

 要旨 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ２億２，０８７万２千円を追加し、 

 予算総額を７０億５，１９８万７千円とする。 

１ 歳入 

  保険給付費等交付金            ２億２，０８７万２千円 

２ 歳出 

 (1) 一般被保険者療養給付費         ２億２，０１０万２千円 

 (2) 基幹系システム改修                ７７万円 

３ 債務負担行為の設定 

６ 第６０号議案 

令和５年度志木市介護保険特別会計補正予算（第２号）（長寿応援課） 

 要旨 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ１４３万７千円を追加し、 

 予算総額を５７億２８４万６千円とする。 

１ 歳入 

  一般会計繰入金                  １４３万７千円 

２ 歳出 

 (1) 会計年度任用職員報酬              １３８万８千円 

 (2) 費用弁償（会計年度任用職員）            ４万９千円 

７ 第６１号議案 

志木市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例（デジタル推進課） 

 １ 提案理由 

  市民の利便性の向上及び行政事務の効率化を図るため、個人番号を利用す

ることのできる事務の追加等をしたいので、地方自治法第１４条第１項の規

定により提出する。 

２ 要旨 

 (1) 主な内容 

   個人番号を利用することができる事務の追加 

 (2) 施行期日 

   公布の日 

８ 第６２号議案 

志木市税条例の一部を改正する条例（課税課） 

 １ 提案理由 

  中心市街地における家屋に対して課する固定資産税の税率の特例期間の

延長等をしたいので、地方税法第３条第１項の規定により提出する。 
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 ２ 要旨 

 (1) 内容 

   中心市街地における家屋に対して課する固定資産税の税率の特例につ

いて 

 (2) 施行期日 

   令和６年４月１日 

９ 第６３号議案 

志木市災害派遣手当等の額を定める条例の一部を改正する条例 

（防災危機管理課） 

 １ 提案理由 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法等の改正に伴い、規定の整備をした

いので、新型インフルエンザ対策特別措置法施行令第４条の５の規定により

提出する。 

２ 要旨 

 (1) 主な内容 

   特定新型インフルエンザ等対策派遣手当の額の設定 

 (2) 施行期日 

   公布の日 

１０ 第６４号議案 

志木市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（保険年金課） 

 １ 提案理由 

  地方税法等の改正に伴い、出産被保険者に係る国民健康保険税の減額に関

し必要な事項を定めたいので、同法第７０３条の５第３項の規定により提出

する。 

２ 要旨 

 (1) 主な内容 

   出産被保険者に係る国民健康保険税の減額 

 (2) 施行期日 

   令和６年１月１日 

１１ 第６５号議案 

志木市市道の構造等の基準に関する条例の一部を改正する条例（道路課） 

 １ 提案理由 

  道路構造令等の改正を踏まえ、自転車通行帯の構造の技術的基準を定める

等したいので、道路法第３０条第３項の規定により提出する。 

２ 要旨 

 (1) 主な内容 

  ア 自転車通行帯の構造の技術的基準の設定 

  イ 歩行者利便増進道路の構造の技術的基準の設定 
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  (2) 施行期日 

   公布の日 

１２ 第６６号議案 

志木市収入印紙等購買基金条例の一部を改正する条例（会計課） 

 １ 提案理由 

  埼玉県収入証紙が廃止されることに伴い、規定の整備をするとともに、基

金の額を減額したいので、地方自治法第２４１条第８項の規定により提出す

る。 

２ 要旨 

 (1) 内容 

  ア 基金の額を減額 

  イ 規定の整備 

 (2) 施行期日 

   令和６年１月１日 

１３ 第６７号議案 

指定管理者の指定について（都市計画課） 

 １ 提案理由 

  柳瀬川駅前自転車駐車場ほか２施設の管理に関し、施設の設置の目的を効

果的に達成するため、野里電気工業株式会社を指定管理者として指定したい

ので、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により提出する。 

２ 要旨 

 (1) 施設の名称 

  ア 柳瀬川駅前自転車駐車場 

  イ 志木駅前自転車駐車場 

  ウ 志木駅東口地下駐車場 

 (2) 指定管理者 

   野里電気工業株式会社 

 (3) 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

１４ 第６８号議案 

指定管理者の指定について（生涯学習課） 

 １ 提案理由 

  市民体育館ほか２施設の管理に関し、施設の設置の目的を効果的に達成す

るため、ミズノグループを指定管理者として指定したいので、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により提出する。 

２ 要旨 

 (1) 施設の名称 

  ア 志木市民体育館 

  イ 志木市武道館 
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   ウ 夜間照明施設 

 (2) 指定管理者 

   ミズノグループ 

   （美津濃株式会社及びミズノスポーツサービス株式会社） 

 (3) 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和８年８月３１日まで 

１５ 第６９号議案 

指定管理者の指定について（生涯学習課） 

 １ 提案理由 

  八ケ岳自然の家の管理に関し、施設の設置の目的を効果的に達成するた

め、株式会社塚原緑地研究所を指定管理者として指定したいので、地方自治

法第２４４条の２第６項の規定により提出する。 

２ 要旨 

 (1) 施設の名称 

   志木市立八ケ岳自然の家 

 (2) 指定管理者 

   株式会社塚原緑地研究所 

 (3) 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

１６ 第７０号議案 

志木市道路線の認定について（道路課） 

 １ 提案理由 

  一般国道２５４号バイパスの整備に伴い、市道路線を認定したいので、道

路法第８条第２項の規定により提出する。 

２ 要旨 

  市道第２４５１号線ほか１６路線  総延長 ２３９９．２ｍ 

１７ 第７１号議案 

志木市道路線の廃止について（道路課） 

 １ 提案理由 

  一般国道２５４号バイパスの整備に伴い、市道路線を廃止したいので、道

路法第１０条第３項の規定により提出する。 

２ 要旨 

  市道第２１１２号線ほか１３路線  総延長 ３０３４．９ｍ 

１８ 第７２号議案 

訴えの提起について（道路課） 

  建物の収去及び土地の明渡しの請求に係る訴えの提起をしたいので、地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により提出する。 
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令和５年志木市議会１２月定例会提出議案概要（追加）  
 

 総合行政部行政管理課 法務グループ  
 

１９ 第７３号議案 

令和５年度志木市一般会計補正予算（第８号）（財政課） 

 要旨 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ６億１，８８４万２千円を追加し、 

 予算総額を３００億１，４３８万２千円とする。 

１ 歳入 

 (1) 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 ５億８，３５２万円 

 (2) 財政調整基金繰入金             ３，５３２万２千円 

２ 歳出 

 (1) 住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金 ４億６，８８１万８千円 

 (2) 小・中学校給食費無償化等事業      １億５，００２万４千円 

３ 繰越明許費の追加 

４ 補正後の財政調整基金の残高       ２３億６，５６６万円 

 

 


